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第99回 広域系統整備委員会
資料２

北海道本州間連系設備（日本海ルート）に係る

広域系統整備計画の実施案の検討状況

（報告）



1本日の内容

◼ 北海道本州間連系設備（日本海ルート）に係る広域系統整備計画（以下、本整備計画とい
う。）においては、有資格事業者（北海道電力NW、東北電力NW、東京電力PG、電源開発送
変電NW）にて、実施案の検討が進められている。

◼ 当初は2025年12月26日を実施案提出期限としており、有資格事業者の検討でも技術的な検討
については本機関による評価を受けることが可能な水準まで進んだ項目もあったものの、資金調達に向
けた課題をはじめとする、複数の課題が示唆されたことから、第96回の本委員会で今後の対応につい
てご議論いただき、以下の対応を図ることとなった。

✓ 当初の実施案提出期限までに、それまでの技術検討の結果をまとめた「技術検討報告書」の提出
を受け、予備評価を行う。

✓ 実施案の提出期限を１年延長し、有資格事業者による更なる検討・対応や、国・広域機関によ
る制度面を含む対応の具体化等に向けた検討・対応を進めていく。

◼ 「技術検討報告書」については、2025年12月26日までに提出を受け、予備評価を開始し、引き続
き有資格事業者による検討が進められているところ。

◼ 本日は、公募要綱に基づく有資格事業者からの第４回目の定期報告を受けたことから、その内容につ
いてご報告するとともに、予備評価の進捗状況についてもご報告する。



2（参考）第96回本委員会にてお示しした今後の方針

出所）第96回広域系統整備委員会 資料１



3（参考）予備評価について

出所）第96回広域系統整備委員会 資料１



4（参考）本整備計画の公募要綱

＜出所＞北海道本州間連系設備（日本海ルート）に係る 広域系統整備計画 
実施案及び事業実施主体の募集に係る 公募要綱 4頁（一部抜粋） 

＜出所＞北海道本州間連系設備（日本海ルート）に係る 広域系統整備計画 
実施案及び事業実施主体の募集に係る 公募要綱 5頁（一部抜粋） 



5第４回定期報告を踏まえた今後の検討スケジュール及び予備評価の進捗状況

◼ 第４回定期報告において、実施案の提出期限延長を踏まえた今後の検討スケジュールが提示され、
有資格事業者から報告された第4回定期報告を踏まえ、下記のスケジュールで検討を進めていく。

◼ また、技術検討報告書に対する予備評価については、２月の「計画評価及び検証小委員会」（以
下、検証小委）から開始し、これまでに2回の審議を行った。

◼ 具体的には、有資格事業者による検討結果において、基本要件とは異なる方策として、直流系統に
おける多端子構成の採用や、交流系統の増強内容の一部変更等が提案されていることから、これ
らの変更の妥当性について審議を行った。他にも、系統影響評価の妥当性について確認を行った。

◼ これまでに審議した事項についても引き続き検討を要する点があるとともに、未評価の項目も残されて
いることから、今後も検証小委にて評価を行う予定だが、適切なタイミングでいくつかの項目を取りま
とめて本委員会に中間報告を行い、ご議論いただくこととしたい。

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

実施案提出期限

必要に応じて
継続検討

資金調達方法の検討

総事業費の算出

応募時に付した
12条件の充足判定等

工事費・工期の算出



6【参考】技術検討報告書に記載の対策工事概要・系統構成

【多端子構成】項目 対策工事概要

交直変換所
•後志・秋田・新潟エリア変換所の新設（自励式）
交直変換設備(単極あたり100万kW±33万kvar×2)他

開閉所・変電
所

•後志幹線開閉所新設
275kV送電線6回線引込他

•道南幹線開閉所新設
275kV送電線6回線引込他

•河辺変電所増強
500kV送電線2回線引込他

直流送電線

•±525kV 双極1回線200万kW直流海底ケーブル新設
(本線2条、帰線1条)
✓ 後志～秋田間460km程度
✓ 秋田～新潟間300km程度

•±525kV 双極1回線200万kW直流地中ケーブル新設
(本線2条、帰線1条)
✓ 後志エリア:揚陸点～変換所間2km程度
✓ 秋田エリア:揚陸点～変換所間3km程度×2ルート
✓ 新潟エリア:揚陸点～変換所間4km程度

交流送電線

• 275kV 後志アクセス線・道南アクセス線新設
• 275kV 後志幹線・道南幹線π引込
• 275kV 後志幹線 増強(電線張替)
• 500kV 秋田アクセス線新設
• 500kV 南新潟幹線π引込

その他設備
•通信回路・給電システム新設・改修他
•他者設備改修



7課題の検討状況

◼ 「収入の蓋然性の確保」について、「広域系統整備計画のコスト検証等に関するガイドライン（以下、
ガイドライン）」の整備とそれに基づく予備評価で事業費総額の費用回収が認められることで、有資格
事業者が評価結果を踏まえて金融機関と協議を行えるようになることから、予備評価を進めている。

◼ そのほかの課題については、国の委員会でも大規模系統整備を円滑に進めるため様々な制度が議
論されており、現在はこうした新たな仕組みを踏まえて、対応策の検討を進めていることが報告されて
いる。

◼ また、国・広域機関による制度面を含む対応の具体化に向けた検討の一つとして、ガイドラインや託送
料金の前倒し回収のパブリックコメントが実施され、制度化される予定となっている。



8【参考】大規模系統整備を円滑に進めるための新たな制度

第4回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2025年12月17日）資料4-1



9【参考】広域系統整備計画のコスト検証等に関するガイドラインの策定に向けた検討状況

第10回電力システム改革の検証を踏まえた制度設計WG
（2026年3月17日）資料4



10【参考】有資格事業者より提起された課題

第94回広域系統整備委員会
（2025年10月31日）資料1-2
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